
土砂災害に関する避難確保計
画を作成している施設数

避難確保計画に基づき避難訓
練を実施している施設数

（令和6年9月30日時点） （令和6年9月30日時点） （令和6年3月31日時点）

北海道 499 377 145

青森県 97 96 61

岩手県 356 243 189

宮城県 260 234 85

秋田県 147 145 100

山形県 138 138 120

福島県 224 200 124

茨城県 122 119 42

栃木県 153 150 113

群馬県 170 170 82

埼玉県 89 88 32

千葉県 196 145 56

東京都 577 438 238

神奈川県 2,203 1,531 325

山梨県 131 129 43

長野県 845 840 486

新潟県 380 369 241

富山県 104 104 63

石川県 134 130 85

岐阜県 769 725 437

静岡県 738 713 502

愛知県 319 295 158

三重県 430 407 243

福井県 302 302 200

滋賀県 213 197 120

京都府 588 546 255

大阪府 379 358 118

兵庫県 971 903 395

奈良県 183 177 121

和歌山県 584 481 184

鳥取県 152 142 95

島根県 556 514 207

岡山県 588 524 176

広島県 1,936 1,867 654

山口県 751 710 424

徳島県 296 296 239

香川県 201 188 86

愛媛県 654 621 443

高知県 616 607 452

福岡県 974 823 316

佐賀県 385 324 136

長崎県 859 706 222

熊本県 452 441 226

大分県 532 509 208

宮崎県 373 365 120

鹿児島県 854 634 227

沖縄県 116 12 9

合計 22,596 20,033 9,603

都道
府県

土砂災害警戒区域に立地するため、土砂災害防止法に基づき
警戒避難体制の整備等を構築する必要がある要配慮者利用施設数

市町村地域防災計画に定められた要配慮者利用施設数


